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就業規則を作成するメリットとは？・ Ｑ1：

労働基準法上、常時10人以上の労

働者を使用する使用者は、就業規則

を作成し、労働基準監督署に届け出

なければなりません。

、 、労働基準法は 就業規則において

、 、 、①始業･終業の時刻 休憩時間 休日

休暇、②賃金の計算･支払の方法、賃

金の締切り･支払の時期、昇給、③退

職、解雇の事由、④退職手当が適用

される労働者の範囲、退職手当の計

算･支払の方法、支払の時期、⑤臨時

の賃金、最低賃金額、⑥食費、作業

用品の負担、⑦安全衛生、⑧職業訓

、 、 、練 ⑨災害補償 業務外の傷病扶助

⑩表彰および制裁の種類･程度などを

定めることを規定しています。この

うち①～③については、就業規則に

。必ず定めなければならない事項です

就業規則は労働契約の内容になり

ますから、解雇の事由や懲戒に関す

る規定を設けなければ、従業員を懲

戒解雇することができなくなってし

まいます。また、労働基準法には休

職や復職に関する規定はありません

ので、従業員がメンタルヘルス不調

で休職をしたときに必要な条項を定

めておく必要があります。

労働基準法は、従業員が10人未満

であっても、使用者が、労働契約の

締結に際し、労働者に対して賃金、

労働時間その他の労働条件を明示す

ることを義務づけています。また、

労働契約法は、労働契約の内容につ

いて書面により確認することを求め

ています。就業規則は、内容が合理

的で、労働者に周知すれば、労働契

約の内容になりますし、労働条件を

。 、明示したことになります ですから

従業員が10人未満の企業でも就業規

則を作成するメリットがあります。

従業員からしても、就業規則を作

成して労働契約の内容が明確である

こと、従業員の立場も考慮した就業

規則が作成されていることは、安心

して働くことにつながり、労働生産

性が向上するでしょう。全従業員へ

のヒアリングから始め、その意見を

反映させた企業の中には、多くの休

職者が復職し、自己都合退職が減少

して、業績が向上したところもあり

ます。

従業員が10人未満だから就業規則

を作成していない、また通り一遍の

就業規則しか作成していないという

ことであれば、就業規則の作成･見直

しをすることをお勧めします。
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就業規則の制定・変更の手続、要件Ｑ2：

就業規則を制定したり、変更したり

するには、労働者の過半数を組織する

労働組合または労働者の過半数を代表

する者の意見を聴取し、労働基準監督

署へ届け出た上で、労働者に周知しな

ければなりません。

労働者側の意見聴取については、同

意またはそれに向けた協議までは必要

なく、意見を聞いて参考にすれば足り

ます。反対意見が出されてもその反対

意見を記載した書面を労働基準監督署

に届け出ればよいのですが、実際には

反対意見の内容や理由を検討し、これ

を反映させるか、変更内容を十分に説

明して理解を得た方がよいでしょう。

労働者に対する周知方法は、見やす

、 、い場所での掲示･備え付け 書面交付

パソコン閲覧などがあります。懲戒解

雇の根拠規定を労働者に周知させる手

続が採られていなかった場合に、この

就業規則の規定の効力を否定した最高

裁判例があります。労働契約法におい

ても、就業規則で定める労働条件が労

働契約の内容になる要件とされていま

すので、確実に周知をしましょう。

労働契約は労働者と使用者が合意し

て成立するものですから、労働契約の

内容である労働条件を変更する際も合

意が必要であり、特に就業規則を労働

者の不利益に変更する場合は合意によ

らなければならないというのが労働契

約法の原則です。

しかし、変更後の就業規則を労働者

に周知させ、かつ、その内容が合理的

なものであるときは、変更後の労働条

件が労働契約の内容になります。ただ

し、労使が変更しないと合意していた

労働条件については、就業規則変更の

効力が及びません。

労働契約法は、変更内容が合理的か

どうかについて、①労働者の受ける不

利益の程度、②労働条件の変更の必要

性、③変更後の就業規則の内容の相当

性、④労働組合等との交渉の状況等の

事情を考慮すると定めています。これ

以外に、最高裁判例では、代償措置そ

の他関連する他の労働条件の改善状

況、他の労働組合･従業員の対応、同

種事項に関する我が国社会における一

般的状況といった事情も考慮していま

す。

就業規則を変更して労働条件を不利

益に変更する際には、業務上の必要性

や内容の合理性を丁寧に説明すること

が肝要です。これらの事情が客観的に

存在すれば変更の効力が肯定されま

す。そのため、使用者の説明に当たっ

ては、少なくとも確定している内容に

ついて文書で示した方がよいでしょ

う。
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合併後の労働条件を調整するためには？Ｑ3 ：

企業合併が行われると、従前の労働

条件はそのまま合併後の法人に承継さ

れます。そうすると、合併後の法人に

複数の労働条件が併存することになる

ので、使用者としては異なる労働条件

の併存状態を解消しようと考えるのは

自然なことです。特に労働時間制につ

いて統一が必要となり、この場合、労

働条件を変更する業務上･組織上の必

要性が認められます。

労働条件の調整は、全て高い方に合

わせるのであれば労使間の問題は生じ

ませんが、それはコストアップにつな

がります。逆に全て低い方に合わせる

のは変更内容の合理性が認められない

可能性があります。結局は、トータル

としてなるべく労働者の不利益になら

ないように調整するというのが現実的

でしょう。

調整の順序は、全ての労働条件を同

時に調整するのがベストですが、まず

区々では労務管理上の問題が大きい労

働時間制の調整が必要です。また、影

響の少ない福利厚生などから調整を始

。 、 、めるのもよいでしょう そして 賃金

退職金など労働者にとって重要な労働

条件の調整を順次行っていくことが肝

要です。

労働条件の調整過程で賃金を減額す

る場合、それは労働者にとって重要な

労働条件に関し実質的な不利益を及ぼ

すものなので、労働者に受忍させるこ

とを許容することができるだけの高度

の必要性に基づいた合理的な内容であ

ることが必要です。最高裁は、7つの

農協が合併して、給与額の引き上げや

定年延長などを行う一方、1つの農協

の退職金支給率を引き下げて他の6農

協のそれへ統一した事案について、総

合的に判断して高度の必要性があると

して変更の合理性を認めました。

賃金減額においては、①総人件費が

減るのか、減るとしてどの程度か、②

賃金の配分方法が変わるのか、変わる

としてどのような内容か、③中高年層

の賃金を減額して若年層の賃金を増額

させるのかといったことも考慮されま

す。最高裁判例は、満55歳以上の銀行

員の賃金を大幅に減額するのは、一部

の労働者のみに大きな不利益を与える

ことになるから、賃金体系の変更の効

力を否定しています。

安易な賃金の減額は労働者の労働意

欲を阻害し、労働生産性が低下するこ

とがありますので、慎重に検討しなけ

ればなりません。
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時間外労働や休日労働をさせるために締結する三六協定とは？Ｑ4 ：

労働者に時間外労働や休日労働をさ

せるには、労働基準法36条に基づく労

使協定(三六協定)を締結するととも

に、就業規則を作成しなければ、労働

契約上、使用者が労働者に時間外労働

。･休日労働を命じることはできません

三六協定が締結されなければ、たとえ

使用者が労働者から個別に同意を得て

も時間外労働は違法として処罰されま

す。

三六協定には、時間外･休日に労働

させる必要のある具体的事由、業務の

種類、労働者の数(18歳未満の年少者

を除く)、1日および1日を超える一定

の期間についての延長することができ

る限度時間または労働させることがで

きる休日を定めます。時間外労働･休

日労働の事由については、｢業務繁忙｣

、 、という無限定な内容ではなく 例えば

決算業務など具体的に業務を限定する

ことが必要です。

三六協定において、①納期に完納し

ないと重大な支障を起すおそれのある

場合、②賃金締切の切迫による賃金計

算または棚卸し、検収･支払等に関す

る業務ならびにこれに関する業務、③

配管、配線工事等のため所定時間内に

作業することが困難な場合、④設備機

械類の移動、設置、修理等のため作業

を急ぐ場合、⑤生産目標達成のため必

要ある場合、⑥業務の内容によりやむ

を得ない場合、⑦その他前各号に準ず

る理由のある場合は、原則月40時間を

超えない範囲で労働時間を延長するこ

とがあると定められており、これを援

用する就業規則の規定が定められてい

た場合、労働者が残業義務を負うのか

が争われた事案があります。最高裁判

例は、使用者が就業規則に三六協定の

範囲内で一定の業務上の事由があれば

労働契約に定める労働時間を延長して

労働者を労働させることができる旨定

めているときは、就業規則の規定の内

容が合理的なものである限り、それが

具体的労働契約の内容をなすから、就

業規則の規定の適用を受ける労働者

は、その定めるところに従い、労働契

約に定める労働時間を超えて残業する

義務を負うと判断しました。

最高裁が合理性を認めた三六協定の

内容を参考にして、三六協定の締結と

ともに、就業規則を作成するようにし

てください。ただし、最高裁は上記⑤

ないし⑦所定の事由はいささか概括

、 、的 網羅的であると指摘しているので

各企業の実情に応じつつ、具体的かつ

明確な時間外労働･休日労働の事由を

定めるようにしてください。
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休日労働にならないように休日を振り替えるには？Ｑ5 ：

労働基準法は、労働者に週1回の休

日を付与することを義務づけていま

す。この休日に働かせる場合には三

六協定が必要です。しかし、休日振

替は別です。

休日振替は、休日に出勤する替わ

りに、あらかじめ別の労働日に休日

を振り替えることをいいます。労働

基準法は休日振替について何も規定

していませんが、厚生労働省は、①

就業規則に休日の振替を必要とする

場合休日を振り替えることができる

こと、②休日振替の具体的事由およ

び振り替えるべき日の規定を設ける

こと、③休日を振り替える前にあら

かじめ振替休日を振り返られた日以

降できるだけ近接した日に特定して

振り替えることを条件に、休日振替

を認めています。

就業規則による振り替えられた本

来の休日における労働は休日労働で

はなく、三六協定の締結は必要でな

く、休日労働割増賃金を支払う必要

もありません。したがって、使用者

としては、上記3つの要件を就業規則

に定めた上で、事前の休日振替を実

施してください。また、就業規則に

は、振替休日の要件だけでなく、手

続、割増賃金、振り替えた休日の再

振替禁止、代休の取扱いなどについ

ても定めておくとよいでしょう。

休日を振り替えたことにより労働

時間が週40時間を超える場合には三

六協定の締結と時間外労働割増賃金

の支払いが必要となります。

これに対し、就業規則に規定がな

い場合は、業務命令により振り替え

られた本来の休日における労働は休

日労働となり、三六協定の締結が必

要であり、休日労働割増賃金を支払

わなくてはならなくなります。

、 、なお 休日振替の事由に該当せず

事前に振替休日が特定されていなか

、 、ったのに 休日労働をさせた場合に

後日代償として代わりの休日(代休)

を付与しても、休日振替とはなりま

せん。代休を付与しても、休日労働

の割増率35％の割増賃金を支払わな

ければなりませんので、留意してく

ださい。
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時間単位年休を導入するには？Ｑ6 ：

使用者は、雇入れの日から起算し

て6か月間継続勤務し、全労働日の8

割以上出勤した労働者に対して10日

の有給休暇を与えなければなりませ

ん。その後は1年間について8割以上

勤務すると、翌年に年休の付与日数

が1日プラスされ、勤続が2年6か月を

超えた後はさらに1年ごとに2日ずつ

増え、20日を最高限度とします。

年次有給休暇を有効に活用し、そ

、の取得促進を図ることを目的として

日単位による取得のほかに、労使協

定により5日の範囲内で時間を単位と

する年次有給休暇(時間単位年休)を

取得することができることになって

います。労働者の利便性を図るため

にも時間単位年休を導入することを

お勧めします。

導入するには、まず労使協定を締

結します。協定の内容は、①対象労

働者の範囲、②時間単位年休の取得

日数(例:5日)、③1日分の年次有給休

暇の時間数(例:8時間)、④時間単位

年休の取得単位(例:1時間)の4つで

す。

労使協定では、時間単位年休の対

象労働者の範囲を定めることができ

ます。例えば、一斉に作業を行うこ

とが必要とされる業務に従事する労

働者、工場のラインで働く労働者を

対象外としたり、パートタイム労働

者(正社員と同視される者を除く)を

。対象外としたりすることはできます

これに対し、育児･介護を行う労働者

に限ることは、取得目的による制限

となり、できません。

1日の時間数は1日の所定労働時間

数を下回らないものとされているた

め、分単位の時間数は時間単位に切

。 、り上げなければなりません 例えば

1日の所定労働時間が7時間45分で5日

、分の時間単位年休が付与される場合

1日の時間数は所定労働時間7時間45

分を切り上げて8時間とし、その5日

、分である40時間分ということになり

7時間45分×5日＝38時間45分を切り

上げて39時間とはなりませんので、

注意を要します。また、例えば、1日

の所定労働時間が8時間である者と6

時間である者とに分かれている場合

は、労働者の所定労働時間数ごとに

グループ化して労使協定を締結する

ことができます。

上記の4項目に加え、時間単位年休

1時間分の賃金額(例:通常の賃金)や

半日単位の年次有給休暇との併用な

どを就業規則に定めましょう。
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

時間外労働の割増賃金を抑えるために代替休暇を導入するか？Ｑ7 ：

時間外労働が月60時間を超えた場

合には割増率が25％から50％に引き

上げられていますが、この割増賃金

支払義務について中小事業主は猶予

されています。ただし、今後、労働

基準法が改正され、この猶予措置が

廃止される可能性があります。

一方、労働基準法は、労使協定の

締結により、月60時間超の時間外労

働に対する割増率引上げ分(25％分)

の割増賃金の支払いに代えて、有給

の休暇を付与することができること

としています。なお、代償休暇を取

得しても、改正前の25％分は割増賃

金を支払わなければなりません。

中小事業主が割増賃金の支払総額

を抑えるためには、代替休暇を導入

することになります。

労使協定の内容は、①代替休暇と

して与えることができる時間の時間

数の算定方法(換算率)、②代替休暇

付与の単位(1日または半日)、③代替

休暇を与えることができる期間(2か

月以内)、④代替休暇の取得日の決定

方法および割増賃金の支払日の4つで

す。これを就業規則にも定めておき

ましょう。

ただし、就業規則に規定があって

も、代替休暇を取得するかどうかは

労働者の自由であり、実際に代替休

暇を取得しなかった場合には50％分

の割増賃金の支払いが必要となりま

す。

そのため、制度や運用が複雑化す

、 、ることになるので 使用者としては

代替休暇の導入について慎重に検討

した方がよいです。

この制度とは別に、時間外労働時

間数を通算して1日の所定労働時間に

達したときに1日の代休を与えるとい

う扱いをしている企業があります。

しかし、労働基準法上、時間外労働

時間分を他の日の労働時間に振り替

えることは許されません。ただし、2

5％分の時間外労働割増賃金を支払う

のであれば、代休を取得する扱いは

違法ではありませんので、代休制度

の設計の際には留意してください。
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

労働者を出向させるときの就業規則の内容は？Ｑ8 ：

、 、配置転換について 最高裁判例は

就業規則に配転の定めがあり、実際

に配転が行われるという前提で労働

契約が締結されれば、労働者の個別

同意がなくても、使用者は配転命令

権を有すると判断しています。

他方、出向は労務提供先が変わる

ので、労働者の同意が必要となりま

す。最高裁判例は、労働者が同意し

ていない関連子会社への出向の適否

が争われた事案につき、在籍したま

ま出向する場合があることを就業規

則で規定されており、労働協約でも

賃金や地位など出向者の利益に配慮

、して詳細に規定されていたことから

著しい不利益がなければ、使用者は

出向時に労働者の個別同意がなくて

。も出向を命令できると判断しました

この最高裁判例からすると、就業規

則において具体的かつ明確な規定が

あれば、包括的な事前同意があった

とされることになります。これに対

し、就業規則に｢出向を命じることが

できる｣という抽象的な規定しかなか

ったり、就業規則の休職の一事由と

して出向を定めていたりするだけで

は足りず、このような規定しか整備

せずに出向命令を発しても無効とな

る可能性があります。

そこで、使用者としては、就業規

、 、 、則において ①出向事由 ②出向先

③出向期間、④内示から発令までの

期間、⑤出向先での労働条件(給与･

賞与、昇給、昇格)、⑥出向中の勤続

年数算入、⑦出向中の出向元での所

属、⑧復帰時の職場(原職)など出向

者の利益に配慮した詳細な規定を設

けておく必要があります。特に賃金

制度について出向先と出向元との間

に格差がある場合は、出向元がその

格差を補填する必要があります。
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病気により働けない労働者を休職させるには？Ｑ9 ：

休職は労働基準法や労働契約法に

規定がありませんので、就業規則に

定めなければなりません。労働者が

、病気により働けない状態になっても

就業規則の規定がなければ、原則と

して、休職命令を発することはでき

ません。

就業規則に規定がないからといっ

て、病気の労働者をいきなり解雇し

ても、休職制度が広がってきている

状況では無効となる可能性がありま

す。使用者にとっても、病気を治し

て働いてくれるならば、業務に精通

した労働者を解雇するのではなく、

いったん療養に専念してもらった方

がよいでしょう。

、 、 、そこで 就業規則に 休職の要件

休職期間、休職中の賃金等の処遇な

どを定めることをお勧めします。

傷病休職は、労働者が連続欠勤を

したときに開始されることが多いで

すが、その連続欠勤の期間は一般的

に2～3か月間です。連続欠勤だけで

なく、断続欠勤を繰り返す場合も欠

勤日数を通算するようにした方がよ

いです。特に精神障害においては、

、断続欠勤を繰り返す場合が多いので

通算規定を設けておく必要があるか

らです。ただ、休職は昇給･昇格が遅

れたり、勤続年数に算入されなかっ

たりするなど労働者に不利益な処遇

を受けることになるので、形式的な

判断を回避するため、断続欠勤の通

算日数が基準に達するだけでなく、

｢回復に期間を要する｣という要件を

加えておきましょう。回復に期間を

要する場合であれば、欠勤をしてい

なくても傷病により通常業務が遂行

できない場合は休職にできるように

しておきます。

休職期間は、6～12か月間が妥当と

考えられますが、形式的な期間設定

を回避するため、傷病の内容や程度

により柔軟に定められるようにする

とよいです。ただし、短期の休職を

繰り返すことを防止するため、回数

制限を設けておきましょう。

さらに重要なことは、労務管理上

定期的な報告を求める旨の規定を設

けておくことです。休職中の健康状

態や生活状況を把握したり、復職可

否判断の材料としたりするために必

要です。ただし、疾病の状況等に応

じて柔軟に対応することとし、休職

者に無用の負担を課すべきではあり

ません。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

病気で休職した労働者を復職させるには？Ｑ10 ：

傷病休職後の復職は、使用者にと

って難しい問題です。復職は、労働

者の傷病が治ゆしたかどうかにより

判断しますが、その判断基準は一義

的に明確に決まるものではありませ

ん。最高裁判例からすれば、完治で

はなく、現に就業を命じられた特定

の業務について労務の提供が十全に

はできないとしても、その能力、経

験、地位、使用者の規模や業種、当

該労働者の配置や配置転換の実情、

難易等を考慮して、当該労働者が配

置される現実的可能性がある他の業

務について労務の提供をすることが

できるかどうかにより判断すること

になります。この最高裁判例は、職

種や業務内容を限定せずに労働契約

が締結されている場合を想定してい

ますが、職種が限定されていたとし

ても、当該労働者の希望を聞いて配

置転換することはできます。

そこで、いきなり100％の就労がで

きなくても、2～3か月以内に労働能

力を100％に戻せる場合も復職を認め

る旨の規定を設けた方がよいです。

｢治ゆ｣の幅を認めるとしても、使

用者が傷病の回復や就業可能の判断

をしなければならないので、その目

的との関係で主治医の意見を聴いた

り、他の医師の診断を求めたりする

ことを明文化します。健康状態の把

握をするのに必要だからです。この

ことは病気欠勤が継続する場合も同

様です。ただし、主治医等の意見を

聴取するときは、本人の希望を聴取

することを要件としましょう。

復職させる場合は原職復帰が原則

となりますが、職場の人間関係が原

因でうつ病を発病して休職した事案

では他の職場に配置転換させた方が

よいことがあるので、業務上の必要

性や本人の希望を考慮して別の職務

に復帰させることがある旨の規定を

設けておきましょう。

うつ病は再発をする率が高く、復

職後の状況によっては再休職するこ

とがあります。その場合の対応のた

め、6か月以内に同一または類似の疾

病による再度の欠勤をすることを再

休職の要件とした方がよいです。

ただし、再休職に当たって休職期

間を通算するとしても、再休職での

療養期間を3か月程度の範囲で認める

旨定めておきましょう。回復可能性

があるのであれば、その救済措置を

設けておいた方がよいからです。



11

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

社用パソコンやメール・インターネットの使用ルールとは？Ｑ11 ：

近年、労働者にパソコンを貸与し

て業務に使用させるのが当たり前と

なり、社用パソコンでメールの送受

信をすることも業務において必要不

可欠となってきました。そのような

状況下で、私用電話ではなく、就業

時間中に私用メールを送受信するこ

とが問題となってきています。

これを就業規則において禁止する

ことは情報管理という観点からも必

要ですが、それとともに使用者が労

働者のメールを監視できるのかも問

題となっています。

社用パソコンでのメールといえど

も、労働者のプライバシーを保護し

なければならないので、就業規則に

メール調査について定めておくこと

をお勧めします。その内容は、①調

査の目的、②調査の方法、③調査の

時間帯、④収集する情報内容、⑤情

報の利用方法、⑥労働者の調査協力

義務などです。

調査により私用メールをしていた

労働者を懲戒するには、パソコンの

私的使用や私用メールの禁止違反を

懲戒事由に挙げておくことも必要で

す。これらの事由を規定しておかな

くても長時間にわたる場合は職務専

念義務違反として懲戒できます。た

だし、通数が少なかったり、私用メ

ールにかけた時間が短かったりした

場合は、懲戒処分が無効となること

があります。

、 、また 職務専念義務という点では

就業時間中に業務外のウェブサイト

を閲覧することを禁止した方がよい

ですし、情報管理という点では、企

業機密や職務上知り得た情報をイン

ターネット上で公開することを禁止

した方がよいです。

さらに、ソーシャルネットワーキ

ングサービス(SNS)の発達により、イ

ンターネット上に同僚や取引先など

を誹謗中傷したり、企業の信用を毀

損したりする投稿がされるようにな

ってきました。傷病休職中に旅行に

行った写真をブログにアップすると

いった事例もあります。服務規律と

して、これらの行為を禁止するとと

もに、懲戒事由として定めておきま

しょう。
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

所定労働時間外の兼業（副業）を禁止できるか？Ｑ12 ：

労働者は、所定労働時間内で就労

する義務を有していますが、それ以

外の私生活における行為は自由であ

り、使用者が終業後のアルバイトや

兼業(副業)を一律に禁止することは

できません。

しかし、本来は労働者の自由であ

るけれども、兼業(副業)を禁止する

業務上の必要性が認められ、就業規

則の規定が労働者の自由を過度に侵

害しない合理的な内容であれば、兼

業禁止の定めは労働者を拘束するこ

とになります。この規定に違反する

と、懲戒処分や損害賠償といった不

利益措置が課されます。

それでは、アルバイトや副業を含

めた兼業の禁止を就業規則に新設す

ることはできるのでしょうか。

アルバイトや兼業(副業)を一般的

に禁止する規定を新たに設けること

は、過度に労働者の自由を制限する

ことになり、禁止を合理的な範囲に

限定するとしても、労働者にとって

は労働条件の不利益な変更となりま

す。

就業規則を変更するには、労働基

準法が要求する手続(従業員代表の意

見聴取、労働基準監督署への届出、

労働者への周知)を履行することが必

要であるほか、労働契約法10条は、

変更後の就業規則を労働者に周知さ

せ、かつ、その変更が合理的なもの

であることを要すると規定していま

す。

就業規則を変更する際には、短期

間のアルバイトや本業に影響のない

兼業(副業)までを禁止するのではな

く、禁止を合理的な範囲内にとどめ

るとともに、これを従業員に説明し

て、理解を得ることが必要です。

兼業禁止規定が追加されたとして

も、その施行前の兼業(副業)やアル

バイトを懲戒の対象にすることはで

きません。また、施行後の兼業であ

、 、 、っても 職場秩序に影響せず かつ

使用者に対する労務提供に格別の支

障を生じさせない程度･態様であれば

懲戒処分の対象にはならないという

のが裁判例の傾向ですので、ご留意

ください。
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

解雇事由として何を定めればよいか？Ｑ13 ：

、 、普通解雇は 懲戒処分によらない

使用者による労働契約の解除です。

普通解雇をするには、就業規則に退

職に関する事項と解雇の事由を規定

しなければなりません。

例えば、①業務外の事由による欠

勤の継続、②業務災害による傷病補

償年金の受給、③傷病による労働能

力の低下、④勤怠の不良、⑤職務遂

行能力の著しい欠如、⑥懲戒事由の

該当、⑦事業の縮小･廃止その他経営

上のやむを得ない事由などです。

③のうち、傷病による休職期間の

、 、満了については 解雇事由ではなく

退職事由に定めておき、定年と同じ

く自然退職とした方がよいです。解

雇事由にするにしても、傷病の回復

可能性があるならば、解雇をする前

に休職に付して療養に専念させまし

ょう。裁判例でも、躁うつ病の回復

可能性を肯定して解雇無効としたも

のがあります

⑤については、能力･能率不足は労

働契約上の債務不履行ですので、そ

の程度が著しい場合を解雇事由とし

ています。裁判例も、平均的な水準

に達していないというだけでは不十

分であり、著しく労働能率が劣り、

しかも向上の見込みがないときでな

ければならないから、使用者として

は、労働者に対し、さらに体系的な

、 、教育 指導を実施することによって

その労働能率の向上を図る余地があ

るのであれば、いまだ解雇事由に該

当するとはいえないと判断したもの

があります。これは一般的な労働者

の場合であり、特定の地位、職種ま

たは一定の能力を条件として雇い入

れられた労働者については、その能

力、適格性が欠けると認められたと

きを解雇事由として規定しておいた

方がよいでしょう。

⑥については、懲戒事由があれば

解雇するのではなく、懲戒解雇に至

らない懲戒処分を繰り返す場合や懲

戒解雇の事由があっても普通解雇を

選択する場合を解雇事由と定めてお

いて、使用者の裁量を持っておいた

方がよいです。

⑦はいわゆる整理解雇ですが、労

働者の債務不履行があるわけではな

いので、経営上の理由はやむを得な

い場合に限定すべきです。

なお、採用内定の取消しや試用期

間終了後の本採用拒否も解雇の一種

です。上記の解雇事由とは別に、新

規学卒予定者が卒業できなかったと

き、指定書類を提出しなかったとき

またはその重要部分が事実と相違し

ているときといった事由を就業規則

に定めておきましょう。
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懲戒解雇した労働者の退職金を不支給とするには？Ｑ14 ：

、 、退職金は その支給条件が労働協約

、 、就業規則 労働契約で明確に規定され

使用者が支払義務を負う場合には、賃

金と認められます。退職金は、基礎賃

金に勤続年数別の支給率を乗じて算定

されることが多く、賃金の後払い的性

格を有するが、功労報償的性格も有す

るとされています。

退職金の功労報償的性格から、懲戒

解雇された労働者には退職金を支払わ

なかったり、減額したりしている企業

があります。しかし、退職金が賃金の

後払い的性格を有することからすれ

ば、退職金減額･不支給規定を有効に

適用できるのは、労働者のそれまでの

勤続の功を抹消(全額不支給の場合)な

いし減殺(一部不支給の場合)する程度

の著しく信義に反する行為があった場

合に限られるというのが裁判例の傾向

です。

また、労働者が退職後に同業他社に

就職したり、同業の会社を設立したり

した場合、競業避止義務違反に基づき

退職金の全部または一部を不支給とし

ている企業もあります。この場合、退

職後一定期間に同業他社に就職した場

合、退職金を半額にするという規定を

有効とした最高裁判決がある一方、退

職後6か月以内に同業他社に就職した

場合には退職金を支給しない旨の就業

規則の規定は、退職従業員に継続した

労働の対象である退職金を失わせるこ

とが相当であると考えられるような顕

著な背信性に限って有効とすべきであ

るとした下級審裁判例があります。退

職労働者には職業選択の自由(憲法22

条1項)があることからすれば、顕著な

背信性といった限定をした方がよいで

しょう。

いずれにせよ、就業規則に退職金減

、額･不支給規定を設けておかなければ

どのような事由があっても退職金が賃

金である以上、使用者は支払わなけれ

ばなりません。

そこで、使用者としては、懲戒解雇

･諭旨解雇またはそれに相当する事由

や競業避止義務違反のうち、退職者の

それまでの勤続の功を抹消ないし減殺

する程度の著しく信義に反する場合

を、退職金の全額不支給または一部不

支給の事由として定めておきましょ

う。

なお、懲戒解雇とは別に、退職前の

人事考課が最低であった労働者につい

て退職金の一部を減額するという企業

があります。この定めが有効に適用で

きるのは、労働者のそれまでの勤続の

功を減殺してしまう程度の著しく信義

に反する場合に限られます。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

マイナンバーの利用目的や非開示義務とは？Ｑ15 ：

マイナンバー(個人番号)制度が開

始されたことに伴い、事業主は個人

番号取扱事業者となり、社会保障、

税、災害対策の行政手続を行うため

に、全従業員(派遣労働者を除く)と

その扶養親族から個人番号を取得し

なければなりません。個人番号の提

供を求める時期は、労働契約を締結

した時か勤務が開始される時となり

ます。

個人情報保護法は、個人情報取扱

事業者に対し、個人情報の利用目的

。を特定することを義務づけています

個人番号でいうと、社会保障の場面

では、健康保険や厚生年金保険の届

出事務、雇用保険や労災保険の届出

。 、事務などがあります 税の場面では

。源泉徴収票作成事務などがあります

個人番号を含む氏名、生年月日等の

個人情報(特定個人情報)を利用する

と予想される事務の全てを就業規則

で具体的に特定しておいた方がよい

でしょう。ただし、就業規則では、

個人番号の提出先を具体的に示す必

要はありません。

個人情報取扱事業者は、個人情報

保護法上、利用目的を具体的に特定

した上でその通知をしなければなり

ませんが、面談での告知、文書の交

付、電子メールやFAXでの送信も通知

方法として認められるものの、端的

に就業規則に利用目的を定めてこれ

を交付するか、閲覧させればよいで

しょう。

個人番号取扱事業者が従業員本人

から個人番号を取得する際には本人

確認をしなければなりません。個人

番号カード、通知カードおよび運転

免許証またはパスポート等、住民票

写しおよび運転免許証またはパスポ

ート等のいずれかの提示を受けるこ

とになりますが、これも就業規則に

定めておくとよいでしょう。

また、就業規則において、企業秘

密保持義務を課している企業は多い

ですが、個人番号は企業秘密そのも

のではありません。ですから、就業

規則に、特定個人情報の非開示義務

も追加しておくことが肝要であり、

違反した場合は懲戒処分を課すこと

は検討課題となります。

なお、別途誓約書を取得している

場合は、企業秘密保持と同一の書面

でもよいですが、秘密保持の対象は

企業秘密と特定個人情報を区別する

ことになります。誓約書のサインを

めぐって、労働者が不信感を抱いた

り、紛争に発展したりするケースが

あります。形式的に指示するのでは

なく、必要性があればそれを説明す

ることが肝要です。
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職務発明における権利の帰属は？Ｑ16 ：

特許法は、従業者がした職務発明

について、契約、勤務規則その他の

定めにおいてあらかじめ使用者に特

許を受ける権利を取得させることを

定めたときは、その特許を受ける権

利は、その発生した時から使用者に

帰属すると規定しています。その代

わりに、従業者は、契約、勤務規則

その他の定めにより職務発明につい

て使用者に特許を受ける権利を取得

させる等したときは、特許法に基づ

き、相当の金銭その他の経済上の利

益を受ける権利を有することになり

ます。

使用者としては、就業規則におい

て、職務発明にかかる特許を受ける

権利の使用者への帰属、使用者への

権利帰属に対する対価、社外の者と

の共同発明による職務発明に関する

権利の使用者への帰属、職務発明の

公表禁止、職務発明にかかる特許権

の譲渡禁止、職務発明にかかる秘密

保持、使用者の従業者に対する職務

発明にかかる特許権の譲渡または専

用実施権の設定といった規定を設け

ておき、従業者がこれらの義務に違

反した場合は懲戒処分に付すること

も定めておきましょう。

このことは、著作権法上の職務著

作物においても同様です。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

有期労働契約の無期転換ルールの特例とは？Ｑ17 ：

労働契約法は、同一の使用者との

間で締結された2つ以上の有期労働契

約の契約期間を通算した期間が5年を

超える労働者が、無期労働契約の締

結の申込みをしたときは、使用者は

当該申込みを承諾したものとみなす

という無期転換ルールを定めていま

す。

これが原則ですが、特例が3種あり

ます。第1に、大学や研究開発法人、

民間企業の研究者･技術者または研究

開発の運営管理業務に従事する労働

者について、無期労働契約に転換す

る期間を5年から10年に延長するとい

うものです。

第2に、5年を超える一定の期間内

に完了する業務に従事する高収入(年

収1075万円以上)かつ高度な専門的知

識、技術、経験を有する有期契約労

働者について、期間限定の業務が完

了するまでの期間(上限10年)は無期

転換申込権が発生しないというもの

です。高度専門労働者は、博士号取

、 、 、得者 特許発明者 登録意匠創作者

技術者、システムエンジニア、デザ

イナー、システムコンサルタントな

どです。ただし、恒常的に継続する

業務、期間限定の業務に従事しなく

なった場合、年収が1075万円未満と

なった場合は特例の対象となりませ

ん。また、業務完了後に有期労働契

約を更新する場合は無期転換申込権

が発生しますので、留意してくださ

い。

第3に、定年後に同一の事業主また

は子会社、親会社、関連会社等に引

、き続いて雇用される高齢者について

定年後に同一事業主等に引き続いて

雇用されている期間は無期転換申込

権が発生しないというものです。

第2の高度専門労働者と第3の継続

雇用労働者は、前者について労働者

が自らの能力の維持向上を図る機会

の付与等、後者について労働者に対

する配置、職務、職場環境に関する

配慮等に関する雇用管理措置計画を

作成し、厚生労働大臣の認定を受け

なければなりません。この措置の内

容を就業規則や労働契約書にも明記

した方がよいですし、無期転換の特

例が適用されること、無期転換申込

権発生までの期間も定めておきまし

ょう。

そのため、正規労働者、有期契約

労働者、無期転換労働者の3種の就業

規則を作成する必要があります。正

規労働者を対象とした就業規則を作

成しているだけで、その適用範囲を

明確にしていないと、非正規労働者

、にも適用されることになりますので

留意してください。



○銀座線「末広町駅」下車、出口4を出て、上野方向に進み、錬成通りを横断して左4軒目。徒歩2分。

○千代田線「湯島駅」下車、出口6を出て、御茶ノ水方向に進み、2つ目の路地を左に曲がり、中央通りに出た

ら右に曲がってすぐ。徒歩3分。

○JR山手線「御徒町駅」下車、南口1を出て中央通りを渡り、中央通り沿いを秋葉原方向に直進。徒歩6分。

○日比谷線「仲御徒町駅」下車、出口2を出て、昭和通りを秋葉原方向に進み、1つ目の路地を右に曲がり、

中央通りを渡ったら左に曲がってすぐ。徒歩6分。

○大江戸線「上野徒町駅」下車、出口A4を出て中央通り沿いを秋葉原方向に直進。徒歩4分。
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